
野
田
首
相
の
任
務
（ミ
ッ
シ
ョ
ン
）は
、
２
０
１

３
年
の
衆
院
議
員
の
任
期
切
れ
ま
で
に
消
費

税
増
税
法
案
を
成
立
さ
せ
る
こ
と
で
す
。
す
で

に
、
「２
０
１
４
年
４
月
ま
で
に
８
％
、
15
年
10

月
ま
で
に
15
％
」と
い
う
段
階
的
引
き
上
げ
案

は
固
ま
っ
て
い
ま
す
。

財
務
省
の
試
算
で
は
、
税
率
が
10
％
に
な

る
と
平
均
所
得
５
５
０
万
円
の
世
帯
の
場
合
、

消
費
税
は
年
間
11
万
６
０
０
０
円
が
23
万
２

０
０
０
円
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
厚
労
省
の
試
算

で
は
世
帯
年
収
３
０
０
万
円
以
下
で
年
間
10

万
円
、
年
収
１
７
０
万
円
の
母
子
家
庭
で
７
万

円
増
え
ま
す
。
こ
の
た
め
政
府
は
、
低
所
得
者

に
給
付
付
き
税
額
控
除
を
行
う
シ
ョ
ッ
ク
緩

和
策
を
検
討
し
て
い
ま
す
。
し
か
も
、
個
人
情

報
把
握
の
た
め
に
社
会
保
障
と
税
の
共
通
番

号
制
度
（
マ
イ
カ
ー
ド
）
の
導
入
を
検
討
す
る

念
の
入
れ
よ
う
で
す
。

２
０
１
０
年
の
消
費
税
滞
納
額
は
２
３
９
８

億
円
に
上
り
ま
し
た
。
納
税
者
の
中
小
企
業

は
小
売
価
格
に
転
嫁
で
き
ず
、
そ
の
上
、
大
企

業
か
ら
増
税
分
の
値
下
げ
を
求
め
ら
れ
、
そ
の

利
益
は
吹
き
飛
び
、
廃
業
が
続

出
し
て
い
ま
す
。
消
費
税
の
最

大
の
欠
陥
は
、
大
企
業
や
高
額

所
得
者
、
大
資
産
家
に
軽
く
、

低
所
得
者
に
重
い
、
逆
進
性
の

強
い
税
制
で
あ
る
こ
と
で
す
。

消
費
税
を
導
入
し
、
３
％
を

５
％
に
引
き
上
げ
た
の
は
自
民

党
政
権
で
す
。
「
公
平
・
中
立
・

簡
素
」
な
税
制
を
う
た
い
文
句

に
応
能
負
担
の
原
則
を
否
定
し
、
富
裕
層
に

有
利
な
税
制
を
作
り
、
そ
れ
が
格
差
社
会
の

温
床
と
も
な
っ
て
い
ま
す
。

財
政
赤
字
の
原
因
は
、
歴
代
政
権
が
景
気

刺
激
の
た
め
に
建
設
・赤
字
国
債
を
乱
発
し
、

大
企
業
や
金
持
ち
優
遇
の
税
制
を
続
け
て
き

た
こ
と
に
あ
り
ま
す
。
そ
の
結
果
、
消
費
税
導

入
後
、
日
本
経
済
は
デ
フ
レ
に
あ
え
ぐ
こ
と
に

な
り
ま
し
た
。

財
政
再
建
を
本
気
で
考
え
る
な
ら
ば
、
課

税
特
例
措
置
を
廃
止
し
、
株
式
配
当
金
な
ど

不
労
所
得
に
重
く
、
所
得
税
最
高
税
率
を
75

％
に
戻
し
、
法
人
税
を
増
税
す
る
な
ど
不
公

平
税
制
を
正
す
こ
と
で
す
。
ま
た
、
軍
事
費
を

削
り
、
特
別
会
計
を
一
般
会
計
に
切
り
替
え

る
だ
け
で
も
随
分
と
違
い
ま
す
。

後
悔
先
に
立
た
ず
！

消
費
税
増
税
を
阻

止
し
ま
し
ょ
う
。

新社会党
こんにちは
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で
す2012年２月号

始まった消費税増税国会

止めよう法案提出

「社
会
保
障
が
目
的
」の
大
う
そ
！

第
１
８
０
回
通
常
国
会
＝
「
消
費
税
増
税
国
会
」
が
始
ま
り
ま
し

た
。
野
田
首
相
は
施
政
方
針
演
説
で
、
３
月
末
ま
で
に
関
連
法
案

を
国
会
に
提
出
す
る
と
予
告
し
ま
し
た
。
そ
れ
も
、
お
年
寄
り
や

働
く
女
性
、
子
育
て
世
代
の
安
全
網
と
し
て
社
会
保
障
を
安
心
で

き
る
も
の
に
す
る
た
め
に
必
要
だ
と
言
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、

政
府
の
本
当
の
狙
い
は
国
際
公
約
し
た
「
財
政
再
建
」
に
あ
り
、

「
安
心
で
き
る
社
会
保
障
」
は
庶
民
増
税
の
た
め
の
方
便
で
す
。

１
世
帯
10
万
円
以
上
の
負
担
増

増
え
る
中
小
企
業
の
消
費
税
滞
納

大
企
業･

金
持
ち
優
遇
は
や
め
ろ
！

年収（万円） 負担増（円）

400以上450未満 11万7274

450～500 12万5889

500～550 13万3214

550～600 14万0462

600～650 15万6559

650～700 16万6730

700～750 16万8436

750～800 16万4342

800～900 19万1844

900～1000 20万8960

1000～1250 22万6387

1250～1500 26万1541

1500以上 25万7328

平 均 16万0005

消費税率を５％引き上げた場合の
家計負担増（年間）

注・総務省の家計調査をもとに
第一生命研究所が試算
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経
産
省
の
原
子
力
安
全
・
保
安
院
は
「

ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト
（
耐
性
検
査
）
」
で
安

全
を
確
認
し
、
国
際
原
子
力
機
関
（
Ｉ
Ａ

Ｅ
Ａ
）
の
視
察
に
よ
っ
て
関
西
電
力
大
飯

原
発
（
福
井
県
）
の
再
稼
働
を
画
策
し
て

い
ま
す
。
し
か
し
、
こ
の
ス
ト
レ
ス
テ
ス

ト
は
、
恣
意
的
に
デ
ー
タ
ー
を
入
力
す
れ

ば
結
果
が
操
作
で
き
る
も
の
で
す
。

ま
た
、
国
際
原
子
力
機
関
と
は
原
発
の

核
兵
器
転
用
を
防
止
す
る
た
め
に
つ
く
ら

れ
た
米
国
主
導
の
国
際
組
織
で
あ
り
、
原

発
の
安
全
を
保
障
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。
こ
の
２
つ
の
演
出
を
通
じ
、
原
発

の
再
稼
働
に
向
け
た
安
全
神
話
の
虚
構
を

復
活
し
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

昨
年
７
月
、
政
府
は
全
原
発
54
基
が
す

べ
て
停
止
の
状
態
が
続
け
ば
、
今
年
の
夏

の
電
力
最
大
供
給
量
が
９
・
２
％
不
足
す

る
と
試
算
し
た
デ
ー
タ
ー
を
公
表
し
ま
し

た
。
今
年
に
入
り
、
そ
の
デ
ー
タ
ー
は
原

発
再
稼
働
の
た
め
の
都
合
の
良
い
も
の
だ

け
を
公
表
し
た
こ
と
が
判
明
し
ま
し
た
。

デ
ー
タ
ー
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
除

外
し
た
も
の
で
し
た
。

別
の
デ
ー
タ
ー
で
は
、
原
発
を
除
く
日

本
全
国
の
全
電
力
源
に
よ
る
供
給
で
、
夏

の
最
大
需
要
時
で
も
６
％
の
余
裕
が
あ
る

こ
と
を
示
し
て
い
ま
し
た
が
、
政
府
は
こ

れ
を
無
視
し
ま
し
た
〈
表
参
照
〉
。
電
力

不
足
を
宣
伝
し
、
原
発
再
稼
働
に
向
け
て

国
民
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
を
意
図
し
た
も
の

で
し
た
。
し
か
し
嘘
が
ば
れ
た
の
で
放
置

で
き
な
く
な
り
、
１
月
27
日
に
枝
野
経
産

相
は
、
今
夏
は
「
電
力
使

用
制
限
令
」
を
発
動
し
な

く
て
も
乗
り
切
れ
る
と
表

明
し
ま
し
た
。

昨
年
12
月
16
日
、
八
木
誠
・
電
気
事
業

連
合
会
会
長
（
関
西
電
力
社
長
）
は
、
記

者
会
見
で
「
原
発
が
稼
働
し
な
い
と
電
気

料
金
値
上
げ
を
検
討
す
る
」
と
発
言
し
ま

し
た
。
こ
れ
以
降
、
電
気
料
金
値
上
げ
に

政
府
・
電
力
会
社
が
一
斉
に
動
き
出
し
、

東
京
電
力
管
内
で
は
企
業
向
け
料
金
を
18

・
１
％
、
家
庭
向
け
は
10
％
と
す
る
案
が

出
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
で
東
電
を
15
年
に

１
６
０
０
億
円
の
黒
字
に
転
化
さ
せ
る
と

い
う
も
の
で
す
。

し
か
し
、
こ
の
値
上
げ
は
不
当
な
も
の

で
す
。
政
府
・
電
力
会
社
の
総
括
原
価
方

式
、
立
地
自
治
体
へ
の
交
付
金
、
原
発
推

進
予
算
な
ど
の
抜
本
的
な
見
直
し
、
電
力

会
社
の
コ
ス
ト
削
減
や
、
ひ
い
て
は
発
送

電
分
離
な
ど
、
や
る
べ
き
こ
と
が
数
多
く

あ
り
ま
す
。

お問い合わせ先

新社会週
刊

原発再稼働へ２つの脅し・・・電力不足と料金値上げ

福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
未
曾
有
の
大
事
故
か
ら
11
カ
月
が
た
ち
ま
し
た
。
原

発
事
故
の
原
因
究
明
と
事
故
の
収
束
を
み
な
い
な
か
、
日
本
全
国
の
54
基
の
原
発
は
、

定
期
点
検
を
含
め
４
月
に
は
全
て
が
停
止
し
ま
す
。
こ
の
事
態
を
前
に
、
政
府
と
電
力

業
界
は
原
発
の
再
稼
働
に
向
け
、
ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト
や
Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
の
査
察
な
ど
を
演
出
。
他

方
、
原
発
停
止
は
電
力
不
足
や
料
金
値
上
げ
に
つ
な
が
る
と
国
民
を
脅
し
て
い
ま
す
。

２
つ
の
演
出
で

再
び｢
安
全
神
話｣

の
虚
構
構
築

電
力
不
足
は
嘘
だ
っ
た

都
合
の
よ
い
デ
ー
タ
ー
の
み
発
表

15
年
に
東
電
黒
字
化

と
ん
で
も
な
い
電
気
料
金
値
上
げ

止
め
よ
う
！

原
発
再
稼
働

許
す
な
！

消
費
税
増
税
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